市民ニーズと政策の差違に関するシミュレーション:ブレトンのフルライン・サプライの観点から by 小竹, 裕人 & Kotake, Hiroto
群馬大学社会情報学部研究論集 第 21巻 1－11頁 2014 1 
【原著論文】 
 
市民ニーズと政策の差違に関するシミュレーション 
〜ブレトンのフルライン・サプライの観点から 
 
小竹 裕人 
公共政策研究室 
 
Simulation about Difference between the citizens’ needs and policy: 
From the perspective of Breton(1974) full-line supplied model 
 
Hiroto KOTAKE 
Public Policy 
 
Abstract 
 
Albert Breton, in “The Economic Theory of Representative Government”, pointed out the bundle of policy 
makes some difference between representative’s policy and citizens’ needs. The electorate can’t choose a policy 
but the bundle of policy. This paper simulates magnitude of the difference. The simulation is repeated 1,000 
times and has 10,000 citizens and two candidates with the bundle of policy. We found the rate of unsatisfaction is 
more than 0.5, and both the value of each alternatives and the number of alternatives affect the rate. 
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1. はじめに 
国や自治体の行っている政策は市民ニーズと違うという批判を良く耳にする．市民は納税者として
政策を批判的観点から評価しているため，ニーズとマッチしていない政策への批判が注目をあびるこ
とが多いのも事実である．また，批判している市民は政策の詳細を理解しない傾向があることも否定
できない．立候補者は選挙の時にマニフェストに市民ニーズを取り入れ，当選した後に政治的駆け引
きや官僚からの情報提供や政策提案の影響を受け政策案が議会で採決され晴れて政策となり実施され
る．本稿では，こういった一連の流れの中でも選挙で政策が選ばれる時点にのみにフォーカスをあて
る．立候補者が提示する複数のマニフェストから市民が一つを選択する時点に焦点を合わせ検討する
こととし，Breton(1974)の full-line supplyの観点から市民ニーズと政策との差異についてシミュレーシ
ョンを行った． 
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2. 市民ニーズと政策との差異 
2.1. 市民ニーズと政策との差異を説明する既存モデル 
市民ニーズと政策との差異を説明していると解釈できる先行研究には，Niskanen(1971)やその修正で
ある Migué=Bélanger(1974)の研究がある．両者は官僚行動が予算最大化を生じさせているという立場
をとる．Niskanen(1971)は，官僚は自分が所属する組織の安全を図ること，つまり予算を過剰に設定し
公共サービスを過剰に供給する傾向があることを指摘した．それ加え Migué=Bélanger(1974)では，予
算を過剰に設定するとともに裁量予算（公共サービス供給のための予算と最小費用との差額）の最大
化をも考慮に入れるとした．本稿からの解釈は，官僚行動が原因となり市民ニーズと政策との間に量
的差異が生じていることを説明しているモデルと位置づけることができる． 
Wildavsky（1964）らが論じた増分主義仮説は，前年度の予算構成を基準にして上積みした形で予算
が決定されるとしている．この議論は，官僚行動において合理的踏襲モデルとしても理解されている．
前年度を参考にして政策が決まるため，急激な政策の変更は難しいとされ，市民ニーズ1と政策との差
異が生じる一因であると解釈することができる． 
 
2.2. full-line supplyによって生じる差異 
前節で見たような官僚行動によって予算が過剰になるというモデルは，官僚が自分の所属する組織
の安全の最大化を図ることに起因することを考慮に入れれば，モデルが扱っている政策はおもに所属
する組織の個別政策であることがわかる．一方，ブレトンの描いた full-line supply による政策は，複
数の個別政策を束ねた「政策の束」として描かれており政策を総合性に扱っている．この違いに注意
しながら Breton(1974)2において示されたモデル，つまり政策が束として供給されることにより有権者
のニーズと立候補者が提示した政策の束に差違が生じるとしたモデルについて以下追っていく． 
まず，「立候補者はCとDの二人であり，彼らは政策を n種類の政策の束(S1, S2, ・・・, Sn)として
市民に対して提示している」．立候補者二人は n種類の個別政策すべてについて検討を行っており，個
別政策をどの程度行うかについて（マニフェストとして）有権者に提示している．有権者は Cあるい
はDのどちらかしか選べない状況にある．ある有権者が 2番目の個別政策は立候補者 Cの方を，4番
目は立候補者Dの方の政策を選ぶということはできない．このように政策は束になって分けることが
できない状況をブレトンは full-line supplyという用語によって表現している． 
立候補者 Cの提示する i番目の個別政策の量を，SiC(i=1,・・,n)と表現するものとし，その政策の束
が実施された結果，有権者は期待効用 E(Uc)を受取ることとなる． 
E(UC)=U(S1C, S2C, ・・・, SnC) 
同様に立候補者Dから有権者が得られる期待効用は，以下のように示される． 
                                                        
1 以下，市民=有権者とし，有権者のニーズと表現することとする． 
2 Breton(1974), p.50. 
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E(UD)=U(S1D, S2D, ・・・, SnD) 
 
「いずれかの政策において，SC<SDとなっていたとしても E(UC)>E (UD)となる可能性がある．」とし，
ブレトンはこのことから立候補者は政策の束 Sを有権者のニーズに完全にあわせる必要はないと結論
づけている．本稿ではこの full-line supply を原因として差異が生じている点にのみフォーカスをあて
る． 
 
2.3. full-line supplyモデルのモデル化 
ブレトンが示した full-line supply による政策と有権者のニーズとの差異をモデル化する．はじめに
簡単化のために政策の束と有権者のニーズは，三つの分野（有権者にとっては三つの個別政策へのニ
ーズ，立候補者にとっては三つの個別政策案）から成り立っているものとする．有権者と立候補者に
次のような前提をおく． 
 
有権者に関する前提 
(1) 有権者は必ず投票する． 
(2) 有権者は，自分のニーズと二人の立候補者の政策の束とを比較し，より多くの近い個別政策を
持つ立候補者を選択する． 
(3) 有権者の個別政策へのニーズは互いに独立であり，0から 1までの一様乱数によって表される． 
 
前提 (1)については Downs(1957)が提示した合理的投票者仮説やその改善である Riker= 
Ordeshook(1968)は，二人の立候補者が将来的に実施するであろう政策によって得られる効用から，投
票のコストを差し引き，投票という義務を果たした達成感を加えた結果が，プラスであれば投票しマ
イナスであれば棄権するとしている．本稿では有権者は必ず投票するものとし，投票に行くことによ
って失われる機会費用や立候補者が当選後マニフェストを実行しないかもしれないという不確実性は
考慮に入れないこととした． 
前提(2)は，三つの個別政策のケースでは，有権者が近いとする個別政策を二つ以上持つ立候補者を
選択する．同様に四つの個別政策のケースでは三つ以上近い個別政策を持つ候補者を選択する．選択
肢が 4つ（偶数）のケースは，2対 2（1対 1や 3対 3）で立候補者を選択できない可能性も存在する．
個別政策間には上下関係はないとし，有権者はより近い個別政策の個数を持つ立候補者に票を投じる． 
前提(3)は有権者の個別政策へのニーズは 0から 1の間の一様乱数によって表現され，有権者が持つ
ニーズ（三つの個別政策のケースでは三つのニーズを表現する乱数）は互いに独立に生成している．
一方，政治の流れによって有権者が同じようなニーズを持つ場合も検討する必要があろう．例えば，
原子力発電所を 2030年には全廃するかどうかという案件については，ニーズが二者択一的となり偏る
ことが予想される．この点については今後の課題にすることとし本稿の対象とはしない． 
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立候補者に関する前提 
立候補者については以下の前提を置く． 
(1) 立候補者は C，Dの二人とする． 
(2) 立候補者が提示する個別政策は所与とする． 
(3) 当選した立候補者は提示した政策の束を確実に実行する． 
 
前提(1)は議論を単純化するために二人として，三人以上のケースについては今後の課題とし本稿の
対象とはしない． 
前提(2)は，立候補者が提示する個別政策の量を筆者が恣意的に決めるが，一方で有権者のニーズを
乱数としたことで普遍性を確保することとした． 
前提(3)は現実にはなかなかありえない前提であるが，本稿は市民が政策を選択する時点に焦点をあ
てていることから，当選した後に政治的かけひきによってマニフェストが実行されないあるいは歪ん
だ形で実行されることの可能性を排除することとした．立候補者は，当選したあかつきには政治的活
動は行わず自らのマニフェストをそのまま確実に行うため，有権者にとって不確実なことは自分が投
票した人が落選してしまうことのみとなる．そのため，Breton(1974)では政策の束を市民のニーズに変
換する際に期待効用で表現しているが本稿では実数として扱えるという強みがある． 
 
2.4. full-line supplyモデルのシミュレーション 
立候補者 Cと立候補者Dが提示する政策の量は以下であるとする． 
(S1C, S2C, S3C)=(0.6, 0.45, 0.7) 
(S1D, S2D, S3D)=(0.4, 0.55, 0.3) 
提示された政策は，立候補者 CおよびDの中では互いに独立であるが，その値は 0から 1の間にあ
るものとする．CとDとの間では平均は 0.5になるように設定され，両立候補者の個別政策単位では
同じ程度の人数の有権者の支持を得られるようにした． 
有権者は 10,000人いるものとし， 0から 1の一様乱数を 10,000個発生させ個別政策 1へのニーズ
として割り当てる．個別政策 2以降についても同様の作業を行う．このことで，有権者の三つの個別
政策へのニーズは互いに独立となる．有権者 iの個別政策へのニーズを合計すれば 0から 3までの範
囲となる． 
有権者 iのニーズを以下のように表現することとする． 
(𝑝1𝑖 , 𝑝2𝑖 , 𝑝3𝑖) 
ここで立候補者 Cが提示した政策が選択された時，有権者 iの不満足率3を以下のように定義する． 
                                                        
3差違についての価値観は人によって異なるため，本来であれば個人間比較はできない．今回は不満足
率という比率をもって不満足の状況を測ることとした． 
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∑ |𝑆𝑗𝐶 − 𝑝𝑗𝑖|
3
𝑗=1
∑ 𝑝𝑗𝑖
3
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分子は，選択された立候補者 Cの個別政策 jの量 SjCとそれに対する有権者 iのニーズとの差の絶対
値を個別政策三つのカテゴリー(j=1,2,3)について合計したものである．分母は有権者 iのニーズの合計
を示す．有権者にとって自分のニーズとまったく同じ政策の束を持つ候補者が立候補する確率は非常
に低い．そのため票を入れた立候補者が当選してマニフェストどおり政策を実行したとしても差異が
生じることは注意をされたい． 
このようなシミュレーションを 1,000 回行い，各有権者について不満足率を計算しその集計を行う
と以下のような結果となった．有権者は二人の立候補者から政策を選択しているので不満足率は 0.5
に近くなりそうであるが，不満足率の平均率は 0.6497 と高くなっている4．不満足率の分布は図 1 の
とおりであり二つのピークを持つ．  
表 1. 不満足率 
立候補者 Cを支持した
人数の平均 
立候補者Dを支持した
人数の平均 
不満足率の平均 
不満足率の標準偏差の
平均 
5,000.03 4,999.97 0.6497 0.6361 
 
図 1. 個別政策が 3つの場合の分布 
 
有権者のニーズは一様乱数に依存するので，立候補者C・Dの得票数は半々になることが予想され，
実際にそのとおりとなった．反対票を投じた有権者のみについて考えれば，不満の少ない有権者を除
                                                        
4 何度かシミュレーションを行ったが，平均が 0.66台になることはなかった． 
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いて考えることになるので不満足率は高くなると考えられる．実際に計算を行うと表 1よりも表 2の
不満足率の平均が高くなった． 
 
表 2. 不満足率 
不満足率の平均 不満足率の標準偏差の平均 
0.7741 0.6247 
 
2.5. 提示される個別政策を変更したシミュレーション 
表 1の不満足率の平均である 0.6497という数値が，個別政策の数あるいは立候補者 C・Dによって
提示される数値に依存する可能性がある．まずは個別政策の数が増えたときについて考えてみよう．
提示される個別政策を三つから四つに増やしシミュレーションを行った．立候補者によって提示され
る数値は以下のとおりとする． 
(S1C, S2C, S3C, S4C)=(0.6, 0.45, 0.7, 0.25) 
(S1D, S2D, S3D, S4D)= (0.4, 0.55, 0.3, 0.75) 
2.4と同様に不満足率を計算すると以下の結果となる． 
 
表 3. 不満足率 
立候補者 Cを支持した
人数の平均 
立候補者Dを支持した
人数の平均 
不満足率の平均 
不満足率の標準偏差の
平均5 
3,122.122 3,126.858 0.6284 0. 3993 
 
立候補者 C・Dを無差別とした有権者数の数は約 3,800人6であり，個別政策が三つの場合と比較す
ると，不満足率の平均は低下し，ばらつきは小さくなっている．その分布は図 2のように正規分布に
近い形状を持っている7． 
                                                        
5 個別政策が二つの場合は，不満足率の平均 0.7972，不満足率の標準偏差の平均 2.110となった．反
対票を投じた有権者のみについて不満足率を計算すると，不満足率の平均 0.6804，不満足率の標準偏
差 0.2596となった． 
6 1万人から立候補者Cを支持した人数の平均と立候補者Dを支持した人数の平均を引いた値． 
7 選択肢三つと四つのケース以外に，選択肢二つと五つの場合について検討を行った．その結果，選
択肢が奇数の場合は二つのピークを持つグラフとなり，偶数の場合は単一のピークを持つグラフとな
り，その原因については明らかではない．偶数の場合は，立候補者 C・Dを無差別と考え棄権する有
権者が生じる．平均的な有権者がデータから抜けることでグラフの二つのピークがより急峻になるこ
とが考えられるが，想像に反して正規分布のような形状となっている． 
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図 2. 個別政策が 4つの場合の分布 
 
反対票を投じた有権者のみについて不満足率を計算すると表 4のようになる．選択肢が三つの時と
同じように平均値が高くなることが予想されそのとおりとなっている． 
 
表 4. 不満足率 
不満足率の平均8 不満足率の標準偏差の平均 
0.7650 0.3099 
 
2.6. 提示される個別政策の数値が変わった場合 
2.4で扱った個別政策が三つのモデルに戻り，提示される数値を変更したケースについて考察する．
ケース 3-1は 2.4のモデルの再掲である．ケース 3-2および 3-3はケース 3-1の個別政策 1のばらつき
を 0.1ずつ（0.6→0.7→0.8, 0.4→0.3→0.2）大きくしたものである．ケース 3-1において個別政策 2だけ
立候補者Dの数値が大きくなっているが，ケース 3-4ではすべて立候補者Cの数値が大きいとしたも
のである． 
  
                                                        
8 表 3の不満足率は 2対 2のケースを除いたものについて計算し，表 4の不満足率はさらに反対票に
投じた場合のみについて計算している．両方とも 1,000回の試行を行っているため，ヒストグラムの
頻度は 1,000である． 
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表 5. 個別政策が三つで提示される数値が異なる 4つのケース 
  個別政策 1 個別政策 2 個別政策 3 平均 標準偏差 
3-1 
立候補者 C 0.6 0.45 0.7 
0.6495 0.6393 
立候補者D 0.4 0.55 0.3 
3-2 
立候補者 C 0.7 0.45 0.7 
0.6725 0.6477 
立候補者D 0.3 0.55 0.3 
3-3 
立候補者 C 0.8 0.45 0.7 
0.7089 0.6612 
立候補者D 0.2 0.55 0.3 
3-4 
立候補者 C 0.6 0.55 0.7 
0.6491 0.6369 
立候補者D 0.4 0.45 0.3 
 
ケース 3-1，3-2，3-3と個別政策 1において立候補者 C・Dが示す提案にばらつきが大きくなるにつ
れ，不満足率の平均は，約 0.025ずつ大きくなっている．一方で，ケース 3-4はケース 3-1の個別政策
2について立候補者間で交換して，立候補者 Cがすべての個別政策で数値が大きくなるようにしたが
不満足率の平均には変化は見られなかった． 
 
2.7. まとめ 
以上のシミュレーションから以下のようにまとめることができる． 
有権者からすると立候補者は C・D の二人であり二者択一であり，設定した両立候補者の個別政策
ごとの数値の平均が 0.5であるので不満足率は 0.5程度と予想するところであるが，個別政策が三つの
場合の不満足率は約 0.65となった．何回かシミュレーションを繰り返したがこの傾向は変わることは
なかった． 
個別政策が四つの場合，個別政策を選択する過程で 2対 2となり立候補者 C・Dのどちらも選べな
かった有権者が不満足率の計算から外れるため，不満足率の平均値は小さくなり約 0.63となったと考
えられる．また，選択肢を三つに固定し数値例を変化させたシミュレーションでは，一つの個別政策
のばらつきを 0.1ずつ大きくすると不満足率の平均は約 0.025ずつ大きくなった．不満足率は提案され
る数値例に依存することはわかったがその関係性については確認できなかった．最後に，片方の立候
補者の数値が一方的に大きいケースについて検討を行ったが，どちらの数値が大きいかはシミュレー
ションの結果に影響を与えなかった． 
 
3. おわりに 
本稿では，Breton(1974)の full-line supplyの考え方にそって有権者のニーズと立候補者の政策との差
異をシミュレーションした．10,000人の有権者，1,000回の試行というシミュレーションの結果，有権
者の不満足率は 0.5 よりも大きなものとなった．個別政策の数を増やすことや，個別政策の数値を変
更することで，不満足率は影響を受けることがわかった． 
本稿にはいくつかの今後の課題が存在する． 
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一つ目の課題は，不満足率は立候補者が提示する数値例に依存することはわかったがその関係性に
ついて確認ができなかったことである．これは政策の束モデル特有の現象であると考えられるため，
さらなる検証を続けることとしたい．二つ目の課題は，今回のシミュレーションにおける有権者のニ
ーズは一様分布によって定義されているが，実際の分布は単一あるいは複数のピークを持った形状で
分布する可能性があり，一様分布による乱数を他の乱数に変更し検討する必要があろう．三つ目の課
題は，本稿では有権者は二人の立候補者による政策から一つを選択したが，実際には三人以上の立候
補者が立つケースが多く見られる．このことについても今後検討する必要がある． 
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プログラム 
個別政策が三つのプログラムは以下のとおりである． 
times <- 1000 
num <- 10000 
 
＃結果を記入する行列 
unsatisfied_r <- matrix(numeric(times*8*3),times,8*3)  
result  <- matrix(numeric(times*3),times,3) 
error1 <- matrix(numeric(times*3),times,3) 
error2 <- matrix(numeric(times*3),times,3) 
error3 <- matrix(numeric(times*3),times,3) 
 
＃本文中の 3-2，3-3，3-4について検討を行う 
for(c in 2:4){ 
 ＃結果を記入するベクトル 
 result1 <- numeric(times)  
 result2 <- numeric(times)  
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for(t in 1:times){  
 accept <- matrix(numeric(num*(3+1)),num,3+1) 
 pref1 <- c(runif(num)) ＃有権者のニーズを乱数を使って発生させる 
 pref2 <- c(runif(num)) ＃有権者のニーズを乱数を使って発生させる 
 pref3 <- c(runif(num)) ＃有権者のニーズを乱数を使って発生させる 
 pref  <- matrix(c(pref1,pref2,pref3),num,3)  
 
 if(c==2){ 
  prop01 <- matrix(c(0.7,0.45,0.7),1,3) ＃3-2のケース 
  prop02 <- matrix(c(0.3,0.55,0.3),1,3) 
 }else if(c==3){ 
  prop01 <- matrix(c(0.8,0.45,0.7),1,3) ＃3-3のケース 
  prop02 <- matrix(c(0.2,0.55,0.3),1,3) 
 }else if(c==4){ 
  prop01 <- matrix(c(0.6,0.55,0.7),1,3) ＃3-4のケース 
  prop02 <- matrix(c(0.4,0.45,0.3),1,3) 
 } 
 prop1  <- t(matrix(prop01[,1:3],3,num)) 
 prop2  <- t(matrix(prop02[,1:3],3,num)) 
 min_num <- 5 
 max_num <- 4  
 
for(i in 1:num){  
  for(j in 1:3){  
   if(abs(pref[i,j]-prop1[i,j]) < abs(pref[i,j]-prop2[i,j])){  
    accept[i,j] <- 1 ＃個別政策 jについて有権者 iの判断 
   }else if(abs(pref[i,j]-prop1[i,j]) > abs(pref[i,j]-prop2[i,j])){  
    accept[i,j] <- 2  
   }else{ 
    accept[i,j] <- 0  
    error1[t,c-1] <- error1[t,c-1]+1 
   } 
  } 
   ＃反対票を投じた有権者に限定して計算 
   if(rowSums(accept[i,1:3,drop=FALSE]) < min_num){ 
     accept[i,4] <- 1  
    }else if(rowSums(accept[i,1:3,drop=FALSE]) > max_num){ 
     accept[i,4] <- 2  
    }else{ 
     accept[i,4] <- 0  
     error2[t,c-1] <- error2[t,c-1]+1  
    }＃ここまで 
} 
result1[t] <- sum(accept[accept[,4]==1,4])  
result2[t] <- sum(accept[accept[,4]==2,4])/2  
unsatisfied_pre <- 0 
unsatisfied_pre2 <- 0 
 
if(result1[t] > result2[t]){  
  result[t,c-1] <- 1＃全体として立候補者 C・Dのどちらが選択されたかを記入 
  unsatisfied_pre <- rowSums(abs(prop1-pref))  
  unsatisfied <- unsatisfied_pre/rowSums(pref)＃全員の不満足率の計算 
 }else if(result1[t] < result2[t]){  
  result[t,c-1] <- 2 
  unsatisfied_pre <- rowSums(abs(prop2-pref)) 
  unsatisfied <- unsatisfied_pre/rowSums(pref) 
 }else{ 
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  error3 <- error3+1 
  result[t,c-1] <- 0 
 } 
  a <- matrix(cbind(prop1,prop2,pref,accept[,4]),num,10)  
 if(result[t,c-1]==1){  
  b <- matrix(a[a[,10]==2],length(a[a[,10]==2])/10,10)＃反対票を投じた人のみの不満足 
率の計算 
  unsatisfied_pre2 <- rowSums(abs(b[,1:3]-b[,7:9]))  
  unsatisfied2 <- unsatisfied_pre2/rowSums(b[,7:9])  
 }else if(result[t,c-1]==2){  
  b <- matrix(a[a[,10]==1],length(a[a[,10]==1])/10,10)  
  unsatisfied_pre2 <- rowSums(abs(b[,4:6]-b[,7:9])) 
  unsatisfied2 <- unsatisfied_pre2/rowSums(b[,7:9]) 
 }  
} 
} 
} 
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